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本事業の概要を以下に記す。 

1. 事業名  

令和 4 年度 住宅建築技術国際展開支援事業（うち事業環境整備に関する事業） 

2. 事業主体名  

応用地質株式会社 

3. 事業の目的 

国土交通省の補助のもとに、これまで 5 年間にわたって、ミャンマーの既存鉄筋コンクリート造建

物の実態の把握、診断方法と補強方法の検討を実施し、ミャンマーに適した建物の構造補強の流れが

ほぼ確立されてきた。令和元年度からは、耐震診断と補強の方法の普及のための検討と試行を行い、

ミャンマー建設省及びミャンマー技術者協会連合会を対象として研修とセミナーを行ってきた。 

これらの活動を通じて、ミャンマーの技術者に対する診断技術の普及の足掛かりができ、現地側か

らは、診断の普及を進めてきたが、ミャンマーは令和 2 年度末に政治的に不安な事態が発生した。そ

のため、令和 3 年度には、現地との交流をせずに、診断方法の普及資料の整備及び補強計画の普及の

ための基礎的な検討を実施したが、実際にこれらの手法を実地に適用していくためには、現地のエン

ジニア及び関係者との交流が不可欠であることが明白となり、本業務では、現地での活動の対象地域

を、南アジアの同様な状況にあるバングラデシュに移して、これまでのミャンマーでの事業の流れを

踏襲し、既存建物に対する耐震補強技術を普及させていくことにした。 

バングラデシュでは、対象を民間技術者等に対する改修技術の普及とし、ミャンマーで培ってきた

当該普及技術をバングラデシュに適合させ、民間技術者等への研修による普及を目指した。 

今年度は、これまでにミャンマーで実施した改修技術の普及の試行に関する経験と実績をバングラ

デシュに適合させることを試みた。 

4. 事業の概要 

ミャンマーにおける既存建物の耐震補強事業の普及を目指して、これまでに既存建物の構造の健全

性を確認する簡易診断の普及を行った。令和 3 年度に、「ミャンマーの反民主的な現状の現地政府関

係との接触はしない活動方針」のもとに、将来的な耐震補強の技術普及活動の実施に向けた準備体制

の整備を進めた。 

令和 4 年度は、ミャンマーが政情不安であるため、既存建物が同様な状況にある南アジアのバング

ラデシュに適用地域を移して、ミャンマーで実施してきた耐震診断技術をバングラデシュの建築基準

（Bangladesh National Building Code）に適合させ、同技術の普及関連資料の整備、耐震診断、耐震補

強計画、施工監理を含めた耐震改修技術の普及に向けた研修を行った。加えて、バングラデシュでは

火災による被害が多く、建物の安全性の向上を総合的に図るためには、耐震改修とともに重要な防火

設計についての講義を行った。 

 なお、本プロジェクトは 2 つの報告書からなり、プロジェクト報告書と研修報告書からなる。 
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4.1 計画・準備 

本年度事業全体の業務や工程の計画を整理し、バングラデシュの IEB（バングラデシュ技術者協

会）での活動などによる業務遂行のための準備を行うため、現地に渡航し関係者に説明するととも

に、業務環境を整えた。具体的には、講義についての許可と協力についての同意をとりつけた。 

図 4-1 に要請書を示す。 
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4.2 耐震診断技術の普及関連資料の整備 

これまでの事業で作成してきた耐震診断技術の普及関連資料を改訂して、より使い易い効果的な

ものとすることを目指した。対象は、簡易診断（SE: Simplified Evaluation）、現地情報を取り入れた

図 4-1 IEB からの要請書 
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アドバンスト簡易診断(ASE: Advanced Simplified Evaluation）及び、詳細診断（DSE: Detail Seismic 

Evaluation）とした。 

1) SE の普及用資料の更新 

SE 研修教材及び教材として、SE の教材を使って実際に研修を実施した。 

2) ASE の普及用資料の更新 

ミャンマーの経験をもとに、ASE 研修教材である、SEKI-NAKAJIMA シートの ASE 版を作成

した。 

3) DSE 関係資料の整備 

この DSE は、関顧問が開発した手法であるが、途上国での実施については、現地の遂行能力

に左右される。そのため現地で傭人を雇用して実用性を確認した。 

別添に 詳細診断法（DSE）の報告書をまとめた。 

 

5. 耐震改修技術及び防火技術の普及用の研修の実施 

一般に耐震改修の業務フローは、対象の選定から、調査、耐震診断、耐震補計画、耐震補強設計、

耐震補強施工までに至るものである。これまでのミャンマーにおける事業では、この耐震改修の業務

フローの中で、主として調査や耐震診断技術の普及を進めてきた。 

調査や耐震診断技術についてはミャンマーの成果を活用して、耐震補強計画、耐震補強設計、耐震

補強施工及び、防火技術については新たに教材を作成し耐震改修技術及び、防火技術の研修を実施し

た。 

 

5.1 バングラデシュにおける耐震改修の業務フローの整理 

バングラデシュ耐震改修業務のフローは基本ミャンマーと同じであることが確認された。 
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耐震補強の流れ（日本）

施主の要請事項の確認、法律要件の確認
スケッチ、シュミット、鉄筋計

＜検討必要性の確認＞

・基本設計（(補強)概略設計）

‐補強目標の設定
  必要補強量の略算 （マニュアル、文献）

‐補強方針の検討
  補強工法の比較、概略配置・数量の検討
  施工費用の概算見積
  補強計画とその他の工事との仕分け(工事区分の決定）

‐補強設計事前調査
  対象既存建物の想定耐力調査
  施工に係る仮設計画の概略検討
   （施工性、安全性、騒音・粉塵などの仮設計画）
  施工後の影響の概査（法令要件の届出、利用者の配慮など）

＜補強内容の概略＝目標：施主の了解＞

・(補強)詳細設計

- 設計事前調査
  現地強度調査
  施工性、安全性、施工後の想定

- 補強工法、補強部材・部位の設計
- 補強計算の実施
- 施工費用の見積
- 補強効果の確認（補強後耐震強度の確認）
- 施工性の検証、適切性及び影響の確認
- 補強設計図の作成
- 入札資料の準備

 補強施工仕様書の作成
 特殊条件の検討と対策
 法令要件の適合性

- 建築許可申請

＜入札資料：施主の了解＞

（入札を経て）

・施工計画の立案（仮設計画、工事動線の検証、補強手順の設定）
・材料の決定と入手
・施工の実施
・施工監理（トレーサビリティと監理帳票の確認）
・工事計画に沿った（工事管理と検査体制）

＜施工の完了＞

 

補強施工

完成・入居

施主の要請

耐震診断

・診断事前調査

・簡易診断
・詳細診断

補強設計

図 5-1 バングラデシュでの建物の診断のフロー（2022 の補助金事業より） 
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5.2 バングラデシュにおける建築状況調査及び既存建築物の耐震性調査 

バングラデシュにおける建築状況の現状把握のため、既存建築物の耐震性調査を行った。 

 

5.3 民間技術者等に対する耐震改修技術及び防火技術の研修の試行的実施 

民間技術者等に対して耐震改修技術及び防火技術の研修を 2 回にわたり、実際の建物を対象に実

施した。また、研修の企画・運営・講義・試行にあたっては、IEB（バングラデシュ技術者協会）

協力のもと、オンラインで行っている。この研修については、研修報告書を用意した。 

 

5.4 活動を通じて得られる情報の集約 

活動結果については有識者に活動内容に関する報告を行い、今年の成果と今後の見通しについて

ご助言を頂いた。3 月 8 日に東北大学 前田教授、3 月 9 日に東京大学 生産研究所、中埜教授にご

教示頂いた。また、その際には Zoom で国土交通省の方に参加していただいてている。会議では、

本事業で実施した研修方法、実習については、評価をいただいた。一方で、今後は研修講師を育て

ることの必要性についてビジョンをもって対応することが必要であるとの指導があった。 

 

5.5 今後の耐震改修技術等の普及の方向性の検討 

将来的には、耐震補強計画、耐震補強設計、耐震補強施工の試行と発展させることで、現地に

耐震補強事業が芽生えることを目標としている。そのためには、バングラデシュのエンジニアが

研修により耐震改修（補強）技術を理解する必要があることが再認識された。そのため、長期的

なビジョンにたった PDM（Project Design Matrix）を作成した。 

6. 事業の効果 

バングラデシュでは、公共事業局（PWD: Public Works Department）が、耐震診断から耐震補強まで

のマニュアルを作成しているが、民間技術者の中では中途半端な理解のため、一部の民間の建物は、

耐震補強後も十分な耐震強度を持たない結果となっている。 

本事業の研修により、バングラデシュの民間技術者が、耐震改修事業の基礎を学び、バングラデシ

ュのマニュアルに興味を持つことことになった。今後の民間による耐震改修プロジェクトの形成が期

待できる。また、今回新たに確認した DSE（詳細診断）については、日本の 3次診断を現地にカスタ

マイズしたものである。今後、この診断法が現地で進むとより高いレベルでの建物の診断ができるこ

とに加え、日本式の診断・設計に慣れている日本の企業も、建物の現状が容易に理解できるので、プ

ロジェクトに参入しやすくなることが期待される。 
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7. 事業の必要性 

 バングラデシュは地震多発国であり、現状のような脆弱な建物が多い状況では、ひとたび大きな地

震に見舞われた場合には大きな建物災害を引き起こしてしまうことは明らかである。したがって、事

前に既存建物への対策を施していくことが、地震災害低減には不可欠となる。 

 

8. 事業の効率性   

バングラデシュでは、従前から減災対策へむけた「建物の耐震化対策」へ向けた努力が続けられて

おり、技術者、政策関係者などからの既存情報や知識が/事業の効率化に活用できる。また、隣国ミ

ャンマーをはじめ、世界的にも「建物脆弱性対策」の課題は共通のものとなっており、周辺国での類

似業務の経験や他国の耐震改修技術に関する知識も活用することによって、事業の効率性の向上を図

ることができた。また、参加者が興味をもつように、建物の安全性の向上に向けた対策（防火設計・

診断、補強など）を進める際に、具体的な方法を示していくことで、研修の中で、対策活動の促進の

定着化を図ることができた。 

 

9. 事業の有効性  

建物の安全性の向上に向けた対策（防火設計・診断、補強など）を進める際に、具体的な方法を示

していくことは、その対策活動の促進及び定着化を図るための一助となり、有効な情報となる。現地

側の要望も踏まえて、診断、補強の分野で、エンジニアと意匠設計者の能力を向上させた。 

 

10. 海外促進につながる成果 

10.1 相手国との商談や事業が成立（あるいは相談がきている） 

 本事業では、実用的なものとは、実建物の耐震診断と防火設計のアセスメントである。事業につ

ながるには、耐震補強設計の研修が必要なため、今年だけでは成果につながりにくい。参加者がレ

ベルアップできるような手法の開発が望まれる。 

 

10.2 相手国での基準・マニュアル等（あるいはその案）の作成につながった 

バングラデシュでは PWD 作成の耐震診断マニュアルが作成されているが、日本でいえば 2 次

診断までである。今度 DSE が実用化さればマニュアルの中に入る可能性は高い。 

 

10.3 JICA 支援事業（案件化調査、普及・実証・ビジネス化事業など）につながった。 

2023 年 2 月 6 日にトルコで発生した地震では、柱の強度が弱く柱の崩壊によりパンケーキクラ

ッシュが発生した。バングラデシュも柱が弱く柱崩壊型の建物が多いことから、パンケーキクラ

ッシュの発生が懸念されるので、JICA は耐震診断の実施について興味を持っているとの情報はあ

る。 
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10.4 相手国への技術・制度の導入に向けて相手国から具体的な相談があった 

今回のカウンターパート機関である IEB からは引き続き研修の実施の依頼があった。その際、よ

り上位の技術者を対象にした研修を求められた。 

 

10.5 セミナー等の実施により更なるフォローアップにつながった（あるいはつながる見込み）等 

2022 年まではコロナ 2019 の感染対策もあり、セミナーなどの大きなイベントは計画していない。

しかし今回は、一度に 30 人を超える技術者協会や意匠設計者協会の関連者が集まりトレーニング

を実施した。バングラデシュの技術者や意匠設計者の中心である組織に、日本人が直接教えること

で耐震診断や防火設計アセスメントに興味をもった技術者・設計者が増え、技術の普及につながっ

た。特に、大学関係者の研修参加は、バングラデシュの有識者としてマニュアル作成などの場合に

はキーパーソンになるので、彼らの理解は日本の技術の普及に期待が持てる。 

 

10.6 日本企業の海外展開 

Is（サイスミックインデックス）は日本の施工業者には理解しやすい指標であるが、海外ではあ

まりなじみがない。そのため、DSE 等で、IS をもちいた診断や設計があると、日本の業者が海外で

耐震改修のプロジェクトに参画しやすいとのメリットがある。また、耐震補強工事は新築に比べ、

安価であるのでなかなか日本企業は参入しづらいが、例えば、学校を一度に耐震補強工事を実施す

るなどのようなプロジェクトを計画すると、日本企業が入りやすくなると考える。 

 

11. 別添の報告書 

 詳細診断法（DSE） 
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